
うち交付金

充当額

（単位：円）

1 学校保健特別対策事業費補助金

長期化するコロナ禍においても、感染拡大を防止しながら学

校教育活動を継続するために消毒作業や、感染防止フレーム

の設置を行いました。

20,194,297 10,149,297 R4.3.1 R5.3.31 ・実施校数　２１校
小中学校の感染拡大防止を行うことで、学校運営の継続

につながりました。

2 保育対策総合支援事業費補助金

コロナ禍における保育従事者の業務負担軽減のため、病児保

育の予約システムを導入した保育施設に補助を実施しまし

た。

821,980 206,000 R4.1.1 R5.3.31 ・対象　１施設
病後児保育施設に予約システムを導入することで、施設

側の業務効率化と市民の利便性向上につながりました。

3
デジタル田園都市国家構想推進交

付金

コロナ禍において、新しい生活様式に沿って公共施設のリ

モートロックを導入し、施設運営者の安全安心を確保しまし

た。

3,088,000 1,544,400 R4.4.1 R5.3.31 ・リモートロック整備　箇所：市内公共施設１３か所
リモートロックを整備することで、接触の機会を低減

し、感染症対策につながりました。

4 公立学校情報機器整備費補助金

新型コロナウイルスなど感染症流行下に強い教育環境を整え

るために導入したタブレットをさらに活用するため、市立学

校に大型モニター等を設置し、デジタル教科書を導入しまし

た。

115,280,000 111,973,000 R4.6.1 R5.3.31
・大型モニター等設置学校数　２１校

・デジタル教科書導入校数　　２１校

大型モニター等とデジタル教科書を設置・導入すること

で、より円滑かつ有効に授業を進めることができるよう

になりました。

5,6

宗像市下水道会計繰出/下水道使用

料減免事業（国の令和３年度予算

分）

宗像市下水道会計繰出/下水道使用

料減免事業（物価高騰対応分）

コロナ禍における物価高騰の影響を受けた家庭、事業者の経

済的負担を軽減するため、下水道使用料を3か月の間、30㎥/

月を上限に減免しました。

337,739,632 337,739,632 R4.6.1 R5.3.31
・対象件数　130,260件

（うち官公庁等1,062件を除く129,198件が交付金対象事業）

下水道使用料を減免することで、コロナ禍における市民

や事業者等の経済的負担を軽減することができました。

7
し尿及び浄化槽経費減免事業(物価

高騰対応分)

コロナ禍における物価高騰の影響を受けた家庭、事業者の経

済的負担を軽減するため、し尿及び浄化槽に係る利用料を3か

月の間、30㎥/月を上限に減免しました。

7,090,300 7,090,300 R4.6.1 R5.3.31 ・請求の減免対象件数　1,408件

し尿及び浄化槽に係る利用料を減免し、コロナ禍におけ

る市民や事業者等の経済的負担を軽減することができま

した。

No 事 業 名 事 業 の 概 要 効果等

令和4年度に実施した新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金を活用した事業の主な実績・効果等について

（令和4年度事業完了分）

総事業費

（単位：円）

事 業

開 始

事 業

完 了
主な実績
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8
学校給食食材高騰分補助事業(重点

交付金分)

コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける子育て世帯の経

済的負担を軽減するため、市立学校の給食費の価格上昇分の

費用を負担しました。

18,203,454 16,561,927 R4.6.1 R5.3.31 ・実施校数　２１校
価格上昇分を負担することで、保護者の負担額を増やす

ことなく安定して給食を提供することができました。

9
保育所等給食食材高騰分補助事業

(重点交付金分)

コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける子育て世帯の経

済的負担を軽減するため、市内の保育所や幼稚園など保育施

設の給食費の価格上昇分の費用を負担しました。

20,382,000 10,191,000 R4.4.1 R5.3.31 ・対象　１６施設
給食食材が高騰するなかで、保護者負担を増加させるこ

となく、安定した給食提供を行うことができました。

10,36
市内観光業支援事業(重点交付金

分)

コロナ禍での物価高騰等の影響が続く市内観光業者を支援す

るため、市民へのクーポン券付き商品券を販売し、生活者の

消費下支えを行いました。

69,560,353 69,560,353 R4.6.1 R5.3.31

・宿泊券と地域クーポンの発行数　14,000セット

・宿泊券利用枚数　　　　13,719枚

・地域クーポン利用枚数　13,640枚

販売についても早期に売り切れ、使用率も97～98％で

あったことから、宿泊客の誘客や市内観光事業者の支援

につなげることができました。

11
化成肥料価格上昇分補助事業(重点

交付金分)

コロナ禍での物価高騰の影響を受ける農業者の化成肥料の価

格上昇分の一部を補助しました。
1,535,000 1,535,000 R4.6.1 R5.3.31 ・交付実績者数　販売農家　延べ140人 負担軽減により、農家の経営改善につながりました。

12
電子プレミアム商品券発行事業

(R3補正予算分)

コロナ禍での物価高騰等の影響を受ける生活者を支援するた

め、プレミアム付き電子商品券を販売しました。
57,918,499 57,918,499 R4.4.1 R5.3.31

・参加店舗数　３３８店舗

・購入件数　　計7,976件

・換金率　　（全店共通）99.94％

　　　　　　（中小店専用）99.92％

・利用期間　　8月1日～令和5年1月31日

新型コロナを契機に、新たな生活様式への対応が求めら

れており、利用者と事業者の双方に利便性やコロナ感染

症対策などのメリットがある電子商品券を発行しまし

た。中小店と大型店で券面を分け、いずれも換金率約

100％だったことから域内事業者への消費喚起を促し、

地域経済の活性化に寄与しました。

13
離島観光業及び市内周遊推進事業

(重点交付金分)

コロナ禍での物価高騰等の影響が続く大島の観光業を支援す

るため、市民へのクーポン券付き商品券を販売し、生活者の

消費下支えを行いました。

675,780 675,780 R4.6.1 R5.3.31 ・大島渡船乗船券引換券としての利用者　１，２１８人
大島への来島者の誘導により、島内消費の拡大、島内事

業者への支援につながりました。
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14
地域路線バス事業継続支援金(重点

交付金分)

コロナ禍における物価高騰等による乗客減少により、事業継

続が困難となっている地域路線バス事業者の事業継続のため

に支援金を交付しました。

6,720,000 6,720,000 R4.12.1 R5.3.31 ・路線バス事業者の事業継続のために支援金を交付。
事業継続が困難となっている地域路線バスの維持をする

ことができました。

15,31
運送事業者等燃料費高騰対策支援

(国の令和4年度重点交付金事業）

コロナ禍における燃油高騰の影響を受けた運送事業者等へ補

助金を支援しました。
43,949,000 26,766,000 R4.12.1 R5.3.31

【交付決定】

①貨物自動車運送事業：19社・200台・交付金額　21,644,000円

①軽貨物自動車運送事業：8社・12台・交付金額180,000円

②一般貸切旅客自動車運送事業者（貸切バス）：2社・19台・交付金額

722,000円

③一般乗用旅客自動車運送事業者（タクシー）：4社・107台・交付金額

4,066,000円

④運転代行事業者：3社・7台・交付金額154,000円

燃油高騰の影響を受けた運送事業者への支援を行い、市

内事業者の事業継続につなげました。

16

マイナンバーカードを利用した各

種証明書コンビニ交付の減免(重点

交付金分)

コロナ禍での新しい生活様式の一環として、マイナンバー

カードのコンビニ発行手数料を補助し、市役所に来なくても

証明書が発行できる仕組みを構築、促進しました。

141,525 141,525 R4.12.1 R5.3.31 ・コンビニ交付件数　９，８７７件
来庁することなく、最寄りのコンビニで証明書取得でき

る仕組みを促進できました。

17
燃油高騰対策支援補助金（農業従

事者向け）(重点交付金分)

コロナ禍における燃油高騰支援として、市内農業従事者に対

し、燃油代補助を行いました。
3,087,550 3,087,550 R4.4.1 R5.3.31

・交付実績者数　７７人（認定農業者等）

・燃油補助　１ℓあたり１０円
負担軽減により、農家の経営改善につながりました。

18
燃油高騰対策支援補助金（漁業従

事者向け）(重点交付金分)

コロナ禍における燃油高騰支援として、市内漁業従事者に対

し、燃油代補助を行いました。
38,104,410 38,104,410 R4.4.1 R5.3.31

・交付実績額　40,607,160円

・燃油補助　１ℓあたり１０円

燃油代を補助することで、コロナ禍における漁業者の経

済的負担を軽減することができました。

19
市民図書館の電子書籍図書館事業

（R3補正予算分）

コロナ禍における市民の読書環境をより充実するために、電

子図書館の利用対象年齢制限をなくし、子ども向けの電子書

籍の購入と、紙の本と電子書籍を同時に検索できるシステム

を整備しました。

21,199,779 21,199,779 R4.12.1 R5.3.31

・市民図書館システムと電子図書館を連携

・電子書籍購入数　２，０７１件

・電子書籍MARC（書誌データ）購入数　３，１８５件

小中学校で電子書籍を活用できる環境と市民が紙の本と

電子書籍を一括検索できる環境が整いました。
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20
保育所等光熱費高騰対策補助金(重

点交付金分)

コロナ禍の中、物価高騰等の影響を受ける子育て世帯の経済

的負担を軽減するため、光熱費を市内保育施設に支援しまし

た。

7,171,200 3,585,600 R4.12.1 R5.3.31 ・対象　１６施設
光熱費が高騰するなかで、安定した保育運営を行うこと

ができました。

22
介護等施設補助事業(重点交付金

分)

市民の生活・健康を支える介護等施設に対し、コロナ禍にお

いて高騰する光熱費等を支援しました。
10,464,000 10,464,000 R4.12.1 R5.3.31 ・交付事業所数 　５７事業所

高騰する光熱費等への支援金を交付することにより介護

等施設の運営の支援につながりました。

23
介護等施設物資支援事業（R3補正

予算分）

コロナ禍における感染症リスクを抱えながらも事業継続が求

められる介護関係事業所等に対し、従業者の環境改善対策支

援金を交付し、入所者、職員等の感染症予防対策を行いまし

た。

34,423,600 34,423,600 R4.12.1 R5.3.31 ・支給事業所数　１７８事業所

従業者の環境改善対策支援金を交付することにより、介

護関係事業所等の入所者、職員等の感染症予防につなが

りました。

24
障がい者サービス事業所支援事業

(重点交付金分)

県が実施するコロナ禍での物価高騰支援の対象外となる、市

指定の障がい福祉サービス事業所、市内障がい福祉サービス

事業所に対して、支援金を給付し、コロナ禍における物価高

騰、燃油高騰の影響緩和に取り組みました。

19,932,970 19,932,970 R4.12.1 R5.3.31 ・支給対象　９３事業所
物価高騰、燃油高騰の影響緩和を通じて、障害福祉サー

ビス事業所等の事業継続につながりました。

25

宗像地区急患センターの維持管理

体制持続化事業（第３弾）(R3補

正予算分)

宗像地区事務組合が事業を実施する宗像地区急患センターに

対し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に留意しな

がら安定的に医療提供体制を維持するための管理運営の支援

として、当市の負担金の額を増額しました。

105,864,400 69,970,400 R4.4.1 R5.3.31 ・医療提供体制の確保
新型コロナウイルス感染症拡大防止に取り組みつつ安定

的な医療体制を維持することができました。

26 疾病予防対策事業費等補助金

公的な風しん予防接種を受ける機会がなかった昭和37年4月2

日から昭和54年4月1日生まれの男性へのコロナ禍での感染症

対策として、抗体検査・予防接種の無料クーポンを作成、送

付し、十分な量の抗体がない方に予防接種を実施しました。

2,297,867 334,000 R4.1.1 R5.3.31

・クーポン券印刷

・クーポン券郵送　７，０６０件

・風しん抗体検査　３５２件

・予防接種　６２件

風しんは感染力が強い感染症であり、妊娠初期の女性が

風しんにかかると赤ちゃんが障がいを持って生まれる可

能性があります。また、成人が感染すると重症化の可能

性があります。

過去に公的な予防接種を受けていない対象者へ送付する

抗体検査・予防接種の無料クーポンを利用してもらい、

抗体検査及び予防接種を受けることで感染拡大を防ぐこ

とに寄与しました。
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27
訪日外国人旅行者周遊促進事業費

補助金

コロナ禍における観光事業者等の支援として観光コンテンツ

の造成、地元産品を活用した看板商品の創出、モニターツ

アーの実施、併せて世界遺産を軸とした情報発信を行い、

ウィズコロナ、アフターコロナでの観光客誘客を行いまし

た。

13,467,808 4,191,000 R4.4.1 R5.3.31

・2件の新規観光コンテンツの造成・販売開始予定。

【観光コンテンツ①】

世界遺産「神宿る島」宗像・沖ノ島海上周遊と唯一無二の宗像体験３日間

【観光コンテンツ②】

「みあれ祭海上神幸」特別観覧とむなかた海鮮グルメ満喫の旅２日間

看板商品の造成を行っていくため、候補DMO、宗像大

社、地域関係者、旅行会社など連携の枠組みを整えるこ

とができました。

28 子ども・子育て支援交付金

市内の保育施設等に対し、コロナ禍においても事業を継続す

るため、衛生対策を徹底するなどにかかる施設職員の人件費

の増加分や施設消毒等清掃にかかる備品、消耗品の購入費を

支援しました。

4,600,230 1,534,000 R4.1.1 R5.3.31
・対象　３５施設

（保育所１５・病児保育１・学童１９）

保育施設および学童保育所の感染拡大防止対策を行うこ

とで、保育の継続につながりました。

29 子ども・子育て支援交付金
市内の学童保育所において、職員のコロナ禍における業務効

率改善のためのICT設備導入を支援しました。
1,129,480 377,000 R4.1.1 R5.3.31 ・対象　２施設

ICT設備導入により、学童保育所の業務効率化と保護者

の利便性の向上に繋がりました。

32
事業者向け新事業活動等支援補助

金（R3補正予算分）

コロナ禍における事業の拡大や販路開拓などに取り組む市内

事業者を支援しました。
5,040,000 5,040,000 R4.4.1 R5.3.31

・申請数　２５件

・交付件数　１３件

（うち、メニュー別：デジタル化推進４件、新商品開発や新サービス開始の

新たな事業活動９件）

新型コロナの影響により、厳しい経営環境に直面してい

る事業者が新たな事業やECサイト構築、受発注システム

の導入等のデジタル化推進に取り組む後押しを行い、市

内事業者の事業継続につなげました。

33
公共施設感染症対策事業(R3補正

予算分)

市内公共施設の消毒を行い、コロナ禍の利用者の安全に繋げ

ました。
7,478,856 7,478,856 R4.4.1 R5.3.31

・非接触型アルコール噴射器　１９１台設置

・オゾン除菌装置　２台設置

・空気清浄機　　５台設置

市役所や浄楽苑宗像斎場に非接触型アルコール噴射機等

を設置することで、安心して訪問いただきました。
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うち交付金

充当額

（単位：円）

No 事 業 名 事 業 の 概 要 効果等

総事業費

（単位：円）

事 業

開 始

事 業

完 了
主な実績

34
庁内デジタル化推進事業(R3補正

予算分)

コロナ禍における市役所業務効率改善のため、デジタル化の

推進を行いました。
10,560,000 10,560,000 R4.4.1 R5.3.31 ・CIO補佐官として外部人材を１名登用

市のDX化について、議論等を行い、市役所のデジタル化

等に寄与しました。

以下一部業務抜粋

・地域のDX化について企画・事業の推進、提案

・デジタル避難所システム、内部事務システムの導入支

援

・ペーパーレス会議、Web会議推進支援

・庁内DX研修の講師

・脱炭素政策や重層的支援体制整備事業等の全庁的な課

題に対する助言

35 妊娠出産子育て支援交付金

コロナ禍における物価高騰の影響をうけるすべての妊婦、子

育て家庭が安心して出産、子育てができる環境を整えるた

め、対象となる世帯に出産・子育て応援ギフトを送付しまし

た。

77,825,125 22,474,125 R4.12.1 R5.3.31
・出産応援ギフト支給数　　９６０件

・子育て応援ギフト支給数　５３２件

妊産婦との面談を通してギフトを支給することで育児相

談と経済的支援ができ、子育て支援につながりました。

1,109,956,095 945,507,003合　計
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